
2024年３月14日
（電子提供措置の開始日2024年３月７日）

株 主 各 位
東京都港区南青山二丁目２番８号
ＤＦビル３階

株 式 会 社 ハ ッ チ ・ ワ ー ク
代表取締役社長 増 田 知 平

第24回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第24回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申し上げます。

本総会は決議事項がございませんので、議決権行使書に代えて出席票を本招集ご通知とあわせ

てお送りしております。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第24回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://hatchwork.co.jp/hw_ir/240329_1.pdf

敬 具
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記

１．日 時 2024年３月29日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都中央区八丁堀一丁目９番８号 八重洲通ハタビル６階

アットビジネスセンター東京駅八重洲通り 604

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第24期（自2023年１月１日 至2023年12月31日）事業報告及び計算書類の内

容報告の件

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りしております出席票を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

◎本株主総会における会議の目的事項は、上記のとおり報告事項のみであるため、株主総会終了後の決議ご通知

は送付いたしませんので、予めご了承くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している当社ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま

す。
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事 業 報 告

（2023年１月１日から
2023年12月31日まで）

１．会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあ

って、緩やかな回復が続くことが期待されておりました。ただし、世界的な金融引締めに伴

う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなって

おり、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等や新型コロナウイルスの感染動向

が当社に与える影響は不透明であり、今後も引き続き注視し、適切な対応を講じてまいりま

す。

このような環境下、当社は「CREATE FUTURE BASE」の企業理念のもと、月極駐車場のクラ

ウド管理及び滞納保証付き契約管理サービスを行う月極駐車場オンライン管理システムであ

るアットパーキングクラウドに係るＡＰクラウドサービスを中心とする月極イノベーション

事業及び貸会議室の運営に係る会議室サービスを中心とするビルディングイノベーション事

業の拡大に努めました。

営業概況としましては、ＡＰクラウドサービスにおける契約社数の拡大により当該サービ

スに係るシステム登録台数（ＡＰクラウド登録台数）が大幅に増加したこと、コロナ禍の影

響が薄れ会議室・シェアオフィス等の需要が回復したことから、当事業年度の売上高は

2,056,408千円（前期比24.8％増）と堅調に推移し、コスト面ではＡＰクラウドサービスの

顧客獲得に伴う費用や、業務効率化によりカスタマーサービスに係る費用等が減少した結

果、経常利益は11,710千円（前期は経常損失394,634千円）、当期純利益は77,869千円（前期

は当期純損失371,891千円）となりました。

事業別の状況は以下のとおりであります。

（月極イノベーション事業）

当事業においては、従来の月極駐車場サブリース、月極駐車場マッチングを含むＡＰ

ソリューションサービスに加え、主力事業となるアットパーキングクラウドの導入社数

が拡大したことにより、全国において扱う駐車場数が大きく拡大し駐車場利用者数が増

加することでさらに評価が上がり、アットパーキングクラウドの導入が進むという競争

優位のスパイラルが継続しました。その結果、月極駐車場検索ポータルサイト「アット

パーキング」においても、掲載物件数の増加、認知度向上や物件掲載エリアの拡大が進
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み、アットパーキングの顧客である不動産管理会社等の集客力向上に繋がりました。Ａ

Ｐクラウドサービスについては、コスト管理を徹底し、顧客獲得のための広告宣伝費・

営業代行費用、カスタマーサービスに係る費用を抑制した一方、営業人員の強化による

不動産管理会社等の獲得を進めることで、当事業年度末でＡＰクラウド登録台数は

311,581台（前事業年度末比43.7％増）となり、当社と契約する駐車場利用者も大きく

増加しました。その結果、当事業の売上高は大幅に増加し1,112,938千円（前期比40.6

％増）、セグメント利益は181,590千円（前期は118,334千円のセグメント損失）となり

ました。

（ビルディングイノベーション事業）

当事業においては、会議室やセミナー、研修等を対面で実施する需要がコロナ禍から

回復し、貸会議室の稼働が好調に推移しております。前期から引き続き、従来型のセミ

ナーをオンライン型に切り替えるというニーズに対応した、オンラインセミナーサポー

トの普及に努めるとともに、テレワークやリモートワークのニーズに応えるサービス

(WEB会議システム、ひとり会議室)の推進を行うことでユーザーから支持される会議室

とシェアオフィス等の運営に努めました。貸会議室の主要な利用目的である研修、セミ

ナー、集会等、人が集まることに対して、感染症拡大の懸念による影響が薄れ、貸会議

室の需要回復に伴い利用時間が増加し、さらに利用時間単価の値上げ施策を実施した結

果、当事業の売上高は943,469千円（前期比10.2％増）、セグメント利益は245,352千円

（前期比108.2％増）となりました。

(2) 設備投資の状況

当事業年度中に実施いたしました設備投資の総額は、28,444千円であります。

(3) 資金調達の状況

当事業年度においては、資金調達を実施しておりません。
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(4) 対処すべき課題

・月極イノベーション事業における事業上の課題

当社が運営する月極駐車場検索ポータルサイト「アットパーキング」においては掲載物件

の拡大、情報の精度及び認知度の向上が重要であり、サイトの掲載情報収集、契約や審査手

続の簡素化による利便性の向上、オンラインで契約が完結できる取扱い物件数の拡大に注力

してまいります。また、「アットパーキングクラウド」においてはサービス内容の浸透と営

業体制の強化が重要であると認識しており、広告宣伝活動・広報活動及び採用活動の強化と

既存社員の教育に注力してまいります。

当社はこれら月極イノベーション事業の拡大により月極駐車場の従来の貸し方、借り方の

概念を根本から変え、ホテル予約と同じようにオンラインで契約手続きが完結できる仕組み

を提供し、またモビリティ分野における月極駐車場関連のサービスにおいて「アットパーキ

ングクラウド」の拡大により月極駐車場の空き埋まりに関するリアルタイム情報を効率的に

収集し、自動車関連業界との連携を進めることで同分野において有益なサービスを構築して

まいります。

具体的には以下の課題に取組んでまいります。

a.駐車場利用者の利便性向上

駐車場利用者は、「アットパーキング」でエリア・区画・料金等の条件をもとに検索する

ことで手間なく希望の月極駐車場を探すことができ、また「アットパーキングクラウド」を

導入している月極駐車場についてはオンライン上で空き情報の確認・申込・審査・契約手

続・決済までが可能であり、さらに契約中はマイページが発行され、契約情報の閲覧や更

新、解約もオンライン上で可能であることなど、駐車場利用者にとって利便性の高いサービ

スとなっております。また、当社と駐車場利用者との継続的な接点となるマイページの視認

性及び操作性の向上やカスタマーサービスの拡充により、さらなるサービスの質の向上と、

「アットパーキングクラウド」を導入する駐車場の拡大に努めてまいります。

b.管理業務の省力化及び収益性の向上

駐車場料金は首都圏等都心部以外では安価な地域も多く、その一方で管理会社の手間は相

応にかかっております。管理会社にとっては煩雑な割に収益性の低い業務とも言えるため、

「アットパーキングクラウド」を導入することにより契約や解約を含めた駐車場管理業務の

省力化が可能となります。また、当社が決済代行をしていることから駐車場利用者の利用料

の入金情報を適時に捕捉でき、入金されなかった場合も管理会社に対して滞納保証をしてい

ることから、管理会社にとっては再請求の手間が省けるとともに未回収リスクが軽減されま

す。
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さらに、「アットパーキングクラウド」にシステム登録された駐車場に関する契約・解約

情報は、当社が運営する月極駐車場検索ポータルサイト「アットパーキング」と連動するこ

とで、満空情報の適時な提供と契約済みの駐車場でも解約となった場合に、その情報が登録

者に適時に送信される「アキマチ」という機能も付帯していることから、解約から次の契約

までの期間が短縮化されることで稼働率が上がる仕組みとなっており、月極駐車場オーナー

や管理会社としては利便性・効率性・収益性の向上に繋がると考えます。また、管理会社に

対する導入時のエントリーハードルを下げ、導入後においていかに当社サービスを必要とし

て頂けるかが継続的な拡大のポイントであると考えており、サービス導入時点で稼働してい

る区画では、既存利用者からの保証料は徴収せず、導入後においては、管理会社のインター

フェースによる「アットパーキング」をOEM提供するなど、継続的にサービスを利用頂く施

策を実施し利便性・収益性の向上に努めております。これらの取組みにより管理会社の駐車

場開発へのハードルが下がり、管理会社が新しい駐車場を開発することで管理会社の収益の

向上に繋がると考えます。管理会社にとってさらなる管理業務の省力化のため、顧客接点を

増やすための人員を拡大し、継続的な管理画面の改善や、料金改定の通知代行等新たなニー

ズへの対応を柔軟かつ迅速に実施してまいります。

c.マーケティング及び営業力の強化

当社のマーケティング及び営業に関する課題は、データ（KPI）に基づいて的確に捉えて

まいります。ここで言うデータ（KPI）とは、「アットパーキングクラウド」における「ＡＰ

クラウド登録台数」、「決済代行台数」、「滞納保証台数」であり、これらのKPIを増加させる

には、当社の顧客対象である管理会社との新規契約を獲得することが予算策定の前提となる

ことから、新規商談数、新規契約社数（導入社数）も含まれます。また、「アットパーキン

グ」においては、顧客への提案数・契約数（マッチング数）・成約率になります。マーケテ

ィングの面では、住宅系ポータルサイトや各種不動産関連協会の会員名簿、展示会等のイベ

ント出展等により収集したターゲットリストから、各社の管理する駐車場管理台数やエリア

等の属性で絞り込み、ターゲット設定・優先順位・アポイント取得方法・担当者を明確にす

ることで、新規契約獲得の効率化を図っております。そして、これらの数値や関連情報をチ

ームや担当者別に月次で集計し、計画との差異とその発生原因を分析することで、チーム・

担当者への改善指導や改善施策の立案・実施を進めます。さらに一人ひとりの担当者が当社

のマーケティング・営業方針やデータ（KPI）に基づいて自律自走する体制を構築するとと

もに、営業手法や提案内容、社内・社外のリソース配分を事業環境の変化に応じて随時見直

すことで、マーケティング及び営業力が強化され全体最適が達成されるよう努めてまいりま

す。
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d.オペレーションスキルの向上及び業務フローの効率化

オペレーションスキルの質を高め、業務フローを効率化するには、次の項目が挙げられる

と考えております。

・日々のOJT、自己研修、及び大規模事故を想定した初動対応訓練によるスキル向上

・各業務フローをたな卸しすることで、業務の中にある「ムダ、ムリ、ムラ」を的確に抽出

・ミスや事故の発生頻度の集計、発生頻度の高い作業の特定、発生した場合の対応時間・対

応コストの集計

・IT技術を利用した自動化等による業務工数の削減

以上を踏まえ、一定の高いクオリティを保った最適な業務フローの構築に努めてまいりま

す。

・ビルディングイノベーション事業における事業上の課題

感染症拡大及び働き方改革により働くスタイルは多様化しつつあり、不動産に求められる

価値が変化しています。会議室、シェアオフィス等の各サービスについては、感染症拡大に

よる需要の減少や空室率・賃料相場等の不動産市況の影響を強く受けることから、中長期的

には、不動産市況や競合企業の出店状況に応じ随時新規出店を進める方針です。また、既存

の運営物件においては、顧客ニーズの取り込みによる収益力の強化、ノウハウの蓄積を行い

ながら、新しい働き方に対応する新たなサービス開発を進めてまいります。具体的には以下

の課題に取組んでまいります。

a.効率的な出退店戦略の実施

不採算店舗（貸会議室）の退店、売上高好調店舗の改装、新規出店については開発担当者

をアサインし、空室率・賃料相場といった賃貸オフィスのマクロ情報をモニタリングしつ

つ、当社のターゲットとなるような個別物件の空き情報・賃料等の収集や、周辺エリアにお

ける競合企業の出店状況・価格帯・サービス内容・集客状況等を適宜把握しながら、適切な

タイミングで新規出店を進めてまいります。

b.付加価値サービスの見直し・拡充による利益率の向上

単に貸会議室の提供のみに留まらず、各種割引サービスの拡大やキャンペーンの実施、ケ

ータリングサービスの拡充、利用可能時間帯の拡大等顧客ニーズを的確に捉えたサービスを

提供してまいります。
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c.システムを駆使した営業・予約の最適化

予約システムである「ＭＩＣＥ Ｐｌａｔｆｏｒｍ」システムを継続的に改善し、利用者

にとってより高い利便性の向上と、会議室予約の重複、また利用のキャンセルを極力減少さ

せてまいります。

・全社に共通する事業上及び財務上の課題

a.人材の確保と育成、ダイバーシティ（多様性）の実現

当社の持続的な成長には、事業拡大に応じた優秀な人材を採用するとともに、組織体制の

整備と福利厚生施策を実現していくことが非常に重要であると考えており、そのための根本

思想として「人的資本経営」を標榜しております。当社のパーパス、ヴィジョン、ミッショ

ンに共感し、高い意欲を持った優秀な人材を採用していくために、積極的な採用活動を行う

とともに、従業員が働きやすい環境の整備や公平性・透明性・納得性の高い人事評価制度の

構築を行ってまいります。また、採用後も、当社で存分に力を発揮することを後押しするた

めに、業務を通じたトレーニングの他、リスキリングや専門領域をより深く掘り下げるため

の各種研修制度の充実にも努めてまいります。さらに、ダイバーシティ（多様性）の実現の

ために、女性管理職比率等の中長期的なKPIを設定し、その実現に努めてまいります。

b.コンプライアンスの徹底

法令遵守の徹底や高い倫理観、人権意識に基づく企業活動の実践により、社会から信頼さ

れ続ける企業として、社会的使命を果たしてまいります。そのためにも、定期的なコンプラ

イアンス研修の開催等役職員一丸となって公正な事業活動を推進してまいります。

c.財務上の課題について

当社では、感染症の影響によるビルディングイノベーション事業の売上減少や、月極イノ

ベーション事業の「アットパーキングクラウド」における新規顧客獲得のための広告宣伝費

や営業代行費用、社内の営業人員の拡充といった先行投資により、2020年12月期から2022年

12月期まで当期純損失を計上しております。一方で、ビルディングイノベーション事業にお

いては感染症による影響が弱まる中で貸会議室の需要も回復しており、当社の売上高も回復

基調にあります。また、月極イノベーション事業の先行投資に関しては、今後の資金繰りに

支障がないように取引金融機関と連携するとともに新株発行による資金調達も実施し、当該

先行投資の結果として「アットパーキングクラウド」の売上高も伸長しており、収益力も高

まっております。そのため、現時点で財務上の課題は認識しておりません。

今後も売上高の継続的な成長と業務の効率化を通じて当期純利益の拡大を図るとともに、

営業活動によるキャッシュ・フローの水準と投資とのバランスを注視し、金融機関との協議

を継続することで引き続き十分な運転資金を確保できるものと判断しております。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
2020年度
第21期

2021年度
第22期

2022年度
第23期

2023年度
（当期）第24期

売 上 高 1,276,044千円 1,418,948千円 1,647,992千円 2,056,408千円

経常利益又は経常損失（△） △290,636千円 △378,559千円 △394,634千円 11,710千円

当期純利益又は当期純損失（△） △337,098千円 △368,439千円 △371,891千円 77,869千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失（△）

△292.31
円

△266.57
円

△225.78
円

47.02
円

総 資 産 1,604,231千円 1,912,303千円 1,748,655千円 1,838,204千円

純 資 産 114,138千円 445,569千円 173,651千円 251,520千円

（注） １．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式総数）

により算出しております。

２．2023年11月14日開催の取締役会決議に基づき、2023年12月６日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行っております。第21期（2020年度）の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当

たり当期純利益又は当期純損失を算定しております。

(6) 主要な事業内容

事 業 事 業 内 容

月 極 イ ノ ベ ー シ ョ ン 事 業

月極駐車場の仲介
月極駐車場サブリースの企画開発・運営
アットパーキングクラウドの企画開発・運営
月極駐車場の滞納保証事業

ビルディングイノベーション事業

遊休資産を活かすサービス提供
貸会議室の企画開発・運営
レンタルオフィスの企画開発・運営
プロパティマネジメント、ファシリティマネジメント、ビルメンテナ
ンスの運営

（注） 当事業年度末日の主要な事業内容を記載しております。
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(7) 主要な営業所

名 称 所 在 地

東 京 本 社 東京都港区南青山２－２－８ ＤＦビル３階

横 浜 支 店 神奈川県横浜市西区北幸１－８－４ 日土地横浜西口第２ビル５階

大 阪 支 店 大阪府大阪市北区曽根崎新地２－２－16 関電不動産西梅田ビル７階

（注） 当事業年度末日の主要な営業所を記載しております。

(8) 従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減

67名 ＋７名

（注） 従業員には派遣社員、契約社員、パートタイマー及びアルバイトは含まれておりません。

(9) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 224,400千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 100,000千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 57,530千円

（注） 当事業年度末日の借入金残高を記載しております。
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 普通株式 3,000,000株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 1,656,000株（自己株式51,900株を除く）

(3) 株主数 28名

(4) 大株主

株 主 名
持 株 数
(株)

持株比率(％)

株式会社大竹アンドパートナーズ 465,000 28.1

株式会社ダイナエッグ 276,600 16.7

大 竹 弘 211,500 12.8

ＥＮＥＯＳイノベーションパートナーズ合同会社 116,700 7.0

増 田 知 平 64,400 3.9

ＥＥＩ４号イノベーション＆インパクト投資事業有限責任組合 59,900 3.6

イノベーション・エンジンＰＯＣ第２号投資事業有限責任組合 54,700 3.3

ＩＥファスト＆エクセレント投資事業有限責任組合 50,700 3.1

谷 正 男 45,600 2.8

マーキュリア・ビズテック投資事業有限責任組合 38,900 2.3
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３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 職務執行の対価として交付した新株予約権の当事業年度末日における状況

・新株予約権の数

1,844個

・目的となる株式の種類及び数

普通株式 184,400株（新株予約権１個につき100株）

・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行使期間 個 数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く）

第３回 (189円)
2020年12月26日
～2028年12月25日

1,200個 １名

第４回 (500円)
2021年12月26日
～2029年12月25日

122個 １名

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した新株予約権の状況

・発行した新株予約権の数

135個

・新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 13,500株（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の発行価額

１個あたり 無償

・新株予約権の行使価額

１個あたり 2,670円

・新株予約権の行使期間

2025年２月１日から2033年１月27日まで

・その他取得の条件

当社は、新株予約権の割当てを受けた者が権利を行使する条件に該当しなくなった場合及

び新株予約権を喪失した場合にその新株予約権を取得することができる。この場合、当該新

株予約権は無償で取得する。

・当社従業員に交付した新株予約権の区分別合計

新株予約権の数 交 付 者 数

当社従業員（当社役員を除く） 135個 47名

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

大 竹 弘 代表取締役会長 ㈱大竹アンドパートナーズ代表取締役

増 田 知 平 代表取締役社長
㈱ダイナエッグ代表取締役
一般社団法人不動産テック協会理事

竹 内 聡 取締役管理部長兼CFO

小 島 圭 介 取締役
ヒューマン・ベース㈱代表取締役社長
㈱ＴＯＫＹＯ ＢＡＳＥ補欠取締役監査等委員

千 葉 寧 取締役

イノベーション・エンジン株式会社
株式会社Lagoon Networks代表取締役
AndCOLORS株式会社代表取締役
LeafK合同会社代表社員

富 岡 正 典 監査役

大 原 豊 幸 監査役 ㈱大原会計事務所代表取締役

竹 本 如 洋 監査役
弁理士法人瑛彩知的財産事務所所長
特許業務法人山口・竹本知的財産事務所代表
特許業務法人Smarca代表

（注）１．取締役の小島圭介氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役の富岡正典氏、大原豊幸氏、竹本如洋氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。
３．監査役の大原豊幸氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
４．2023年12月６日をもって、取締役 千葉寧氏は任期満了により退任しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

取締役 小島圭介、監査役 富岡正典、監査役 大原豊幸、監査役 竹本如洋は当社と会社法

第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度

額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額を限度としております。

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役の報酬等については、当社の業績の持続的な向上及び企業価値の最大化に

向け、取締役に対するインセンティブとして十分に機能するように設計した報酬体系と

し、取締役の個人別の報酬額の設定については、各取締役の業務内容及び責任範囲等を総

合的に勘案し決定するものとします。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2023年３月31日開催の第23期定時株主総会において年額２億

円以内と決議しております。使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれないものとしま

す。当該株主総会終結時点の取締役は４名（うち社外取締役は１名）です。

監査役の金銭報酬の額は、2023年３月31日開催の第23期定時株主総会において年額

5,000万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

株主総会で承認された取締役の報酬限度内で算定しており、担当する職務、責任、業績

等の要素を総合的に勘案し、取締役会にて個別に決議をしております。取締役会は、当事

業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬等の内容の決定方針及び決定された報

酬等の内容が取締役会で決議された決定方針に整合していることを確認しており、当該決

定方針に沿うものであると判断しております。

2023年４月14日の取締役会において、取締役会の諮問機関として社外取締役１名、取締

役１名及び社外監査役３名の計５名で構成する指名報酬委員会の設置が決議されました。

今後は同委員会において取締役の報酬について審議され、その答申を踏まえて取締役会に

おいて決定いたします。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の

総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

69,119
（1,050）

69,119
（1,050）

―
（―）

―
（―）

４
（１）

監査役
（うち社外監査役）

8,700
（8,700）

8,700
（8,700）

―
（―）

―
（―）

３
（３）

（注）１． 当社の取締役及び監査役の報酬等は、月齢の固定報酬である基本報酬のみであり、業績連動報酬等

や非金銭報酬等はありません。

２． 無報酬の取締役１名を除いております。

(4) 社外役員に関する事項

① 取締役 小 島 圭 介

ア．重要な兼職先の状況

ヒューマン・ベース㈱代表取締役社長

㈱ＴＯＫＹＯ ＢＡＳＥ補欠取締役監査等委員
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小島圭介氏の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

該当ありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会、全19回のうち19回に出席し、長年に渡る経営者としての

知識と経験に基づき、駐車場事業における事業戦略やコーポレート・ガバナンス等につ

いて意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

② 取締役 千 葉 寧

ア．重要な兼職先の状況

イノベーション・エンジン株式会社

株式会社Lagoon Networks代表取締役

AndCOLORS株式会社代表取締役

LeafK合同会社代表社員

千葉寧氏の兼職先であるイノベーション・エンジン株式会社は、当社の株主でありま

す。その他の兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

該当ありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会、全19回のうち17回に出席し、他社での豊富な知識と経験

に基づき、当社事業全般における事業戦略やコーポレート・ガバナンス等について意思

決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

2023年12月６日開催の臨時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任しており

ます。
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③ 監査役 富 岡 正 典

ア．重要な兼職先の状況

該当ありません。

イ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会、全19回のうち19回に出席し、監査役会18回全てに出席い

たしました。必要に応じて監査役としての専門的知見からの発言を行っております。

④ 監査役 大 原 豊 幸

ア．重要な兼職先の状況

㈱大原会計事務所代表取締役

大原豊幸氏の兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会、全19回のうち19回に出席し、監査役会18回全てに出席い

たしました。必要に応じて税理士としての専門的知見からの発言を行っております。

⑤ 監査役 竹 本 如 洋

ア．重要な兼職先の状況

弁理士法人瑛彩知的財産事務所所長

特許業務法人山口・竹本知的財産事務所代表

特許業務法人Smarca代表

竹本如洋氏の兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会、全19回のうち19回に出席し、監査役会18回全てに出席い

たしました。必要に応じて弁理士としての専門的知見からの発言を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

みおぎ監査法人

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円

（注）１．当社監査役会は、みおぎ監査法人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定

根拠などを確認し、検討した結果、みおぎ監査法人の報酬等の額につき、会社法第399条第１項の同

意を行っています。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま

す。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定

した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ

の理由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は監査役設置会社であります。取締役会は、経営及び業務執行に係るすべての重要事

項について審議・決定を行うとともに、職務執行に関する取締役相互の監視と監督を行って

おります。

また、当社は内部統制システムを整備し、経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判

断による各種施策を効率的に執行するため、取締役会にて決議された「内部統制システムに

関する基本方針」の概要は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行するために、「企業行

動規範」「コンプライアンス規程」をはじめとする社内における行動規範を制定し、法令

順守はもちろんのこと、社内におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努めており

ます。

また、管理担当取締役が中心となって管理部人事総務グループとともに研修及びマニュ

アルの作成・配布を行うこと等により、役職員に対しコンプライアンスの知識向上にも努

めております。

さらに監査役による取締役の業務執行の監視に加え、内部監査担当者が内部監査規程に

基づき、コンプライアンス体制の調査、使用人の職務の遂行に関する状況の把握・監査等

を定期的に行い、代表取締役社長及び取締役会に報告しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

取締役の職務の執行に係る情報は、「文書管理規程」に基づき書面及び電磁的媒体にて

作成、保存、管理しております。また、法令や社内規程の定めるところに従い、定められ

た期間適切に保存するとともに、監査役及び監査法人等が閲覧・謄写可能な状態としてお

ります。

③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

代表取締役社長は、当社におけるリスク管理に関する統括責任者に管理担当取締役を任

命しております。

管理担当取締役は、「リスク管理規程」に基づき、管理部人事総務グループとともに、

リスク管理体制の構築・運用及び各部門間の連携強化等リスク管理を統括的に推進してお

ります。
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各部門においては、内在するリスクの識別・分析・評価を行い、部門としてのリスク管

理を実施するとともに、管理担当取締役を通じて取締役会及び監査役会に報告しておりま

す。

取締役会は、リスク管理組織として業績に大きな影響を与えるリスクに対して、発生時

の損失を最小限に留めるため、必要な対応方針を予め検討しております。

また、内部監査担当者は、各部門のリスク管理状況を監査し、代表取締役社長及び取締

役会に報告しております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定時に開催する他、適宜

臨時に開催しております。

また、事業計画を定めるとともに取締役間で共有し、会社として達成するべき業績目標

及び評価方法を明確化することで、当該目標の達成に向けて各部門とともに効率的な達成

方法を定めております。なお、計画に対する進捗は定時の取締役会にて報告・検証・分析

され、全社的な業務効率の向上を図っております。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配置できるも

のとします。

監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、取締役等

の指揮命令を受けないものとします。また、当該使用人の人事異動に関しては、監査役の

同意を得た上で決定するものとします。以上の体制により使用人の取締役からの独立性を

確保します。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制

取締役及び使用人は、当社に重大な損失を与える事項を発生させるとき、発生するおそ

れがあるとき、取締役による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会へ報告

すべきと認めた事項が生じたときは、速やかに監査役に報告することとしております。
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監査役は、重要な意思決定の状況を把握するため、取締役会等の重要会議に出席すると

ともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧し、取締役及び使用人に報告を求める

ことができるものとしております。

⑦ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効率的かつ効果的に把握できる

ようにするため、監査役はいつでも取締役及び使用人に対して報告を求めることができ、

取締役は社内の重要な会議への監査役の出席を拒めないものとしております。

代表取締役社長は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、取締役会

の開催前に監査役に対し開催日程を通知し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行

を図っております。また、取締役は、監査制度に対する理解を深め、社内環境を整備して

監査制度がより効率的に機能するように図っております。なお、監査役は内部監査担当者

と緊密に連携し、定期的に情報交換を行うものとし、必要に応じて会計監査人や顧問弁護

士との意見交換等を実施するものとしております。

⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効か

つ適切な提出のため、「財務報告内部統制の基本方針書」に基づいて、毎年「財務報告に

係る内部統制の評価計画書」を制定し、内部統制システムの整備及び運用を行うととも

に、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行います。

⑨ 反社会的勢力の排除に向けた体制

当社は、企業の社会的責任及び企業防衛の観点から「反社会的勢力対応規程」及び「反

社会的勢力対応マニュアル」を定め、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び

団体とは一切関係を持たず、さらに反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否し、これ

らと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わないこととしております。整

備状況に関しては、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会等の外部機関から企業防

衛に関する必要な情報収集を行い、役職員への啓蒙活動に取組むとともに、不当な要求

等、反社会的勢力からの介入を受けた場合には、適宜に警察・顧問弁護士等を含め外部機

関と連携して組織的に対処してまいります。
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(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主に対する利益還元を経営課題と認識しており、財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況を勘案し、利益還元政策を決定していく所存であります。しかしなが

ら、当社は第24期で当期純利益を計上したものの、第21期から第23期までは当期純損失を計

上しており、未だ内部留保が充実しているとはいえません。また、当社は現在、成長過程に

あると考えており、内部留保の充実を図り、事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当

し、なお一層の事業拡大を目指すことが、株主に対する最大の利益還元に繋がると考えてお

ります。将来的には、各期の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案し、

株主に対して利益還元を行うことを検討してまいりますが、現時点において配当実施の可能

性及びその実施時期等については未定であります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

（2023年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,522,963 流 動 負 債 1,240,712

現 金 及 び 預 金 1,134,501 買 掛 金 3,009

売 掛 金 49,694 短 期 借 入 金 100,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 509 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 60,000

前 払 費 用 93,009 一年内返済予定の長期借入金 50,040

未 収 入 金 116,457 リ ー ス 債 務 3,108

預 け 金 173,761 未 払 金 70,234

そ の 他 4,478 未 払 法 人 税 等 6,815

貸 倒 引 当 金 △49,449 未 払 消 費 税 等 39,391

固 定 資 産 315,240 未 払 費 用 51,971

有 形 固 定 資 産 67,717 契 約 負 債 72,173

建 物 附 属 設 備（純額） 60,386 預 り 金 649,982

工具、器具及び備品（純額） 1,772 前 受 収 益 52,373

リ ー ス 資 産（純額） 5,557 賞 与 引 当 金 5,422

無 形 固 定 資 産 31,071 保 証 履 行 引 当 金 7,771

ソ フ ト ウ エ ア 31,071 そ の 他 68,417

そ の 他 0 固 定 負 債 345,970

投 資 そ の 他 の 資 産 216,451 社 債 90,000

出 資 金 20 長 期 借 入 金 231,890

敷 金 94,917 リ ー ス 債 務 5,405

繰 延 税 金 資 産 89,908 資 産 除 去 債 務 18,675

そ の 他 31,606 負 債 合 計 1,586,683

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 251,520

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 1,115,075

資 本 準 備 金 229,999

そ の 他 資 本 剰 余 金 885,076

利 益 剰 余 金 △956,351

そ の 他 利 益 剰 余 金 △956,351

繰 越 利 益 剰 余 金 △956,351

自 己 株 式 △7,203

純 資 産 合 計 251,520

資 産 合 計 1,838,204 負債・純資産合計 1,838,204
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損 益 計 算 書

（2023年１月１日から
2023年12月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,056,408

売 上 原 価 964,664

売 上 総 利 益 1,091,743

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,070,918

営 業 利 益 20,825

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11

助 成 金 収 入 456

そ の 他 206 675

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,683

社 債 利 息 1,055

支 払 手 数 料 3,008

そ の 他 2,043 9,790

経 常 利 益 11,710

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16,083 16,083

税 引 前 当 期 純 利 益 27,793

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,816

法 人 税 等 調 整 額 △56,892 △50,075

当 期 純 利 益 77,869
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株主資本等変動計算書

（2023年１月１日から
2023年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2023 年 １ 月 １ 日 残 高 100,000 229,999 885,076 1,115,075

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益

事業年度中の変動額合計 － － － －

2023 年 12 月 31 日 残 高 100,000 229,999 885,076 1,115,075

（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2023 年 １ 月 １ 日 残 高 △1,034,220 △1,034,220 △7,203 173,651 173,651

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 77,869 77,869 77,869 77,869

事業年度中の変動額合計 77,869 77,869 － 77,869 77,869

2023 年 12 月 31 日 残 高 △956,351 △956,351 △7,203 251,520 251,520
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個 別 注 記 表

重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物および2016年４月１日以降に取得の建物附属設備は定額法、

それ以外は定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物付属設備 ８～15年

工具、器具及び備品 ５～15年

(2) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。

２．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき当事業年度に見合う分を計上しております。

(3) 保証履行引当金 滞納保証の履行による損失に備えるため、過去の履行損失率を勘案

し、将来の損失負担見込額を計上しております。
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３．重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な事業における主な履行義務の内容、及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1) 月極イノベーション事業

ＡＰクラウドサービスについては、月極駐車場オンライン管理システムを駐車場の管理会

社及び駐車場利用者に展開し、管理会社からのシステム利用料や駐車場利用者から保証料を

収受するサービスを提供しておりますが、サービスの提供義務は、一定の期間にわたり充足

される履行義務でありサービスの提供に応じて収益を認識しております。ただし、一部の契

約においては、取引条件に基づき当該サービスの提供が完了した一時点で履行義務が充足さ

れることから、当該時点において収益を認識しております。なお、駐車場サブリース事業に

ついては、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づ

き収益を認識しております。

(2) ビルディングイノベーション事業

貸会議室事業については、主に顧客に会議室の利用を提供するサービスを展開しておりま

すが、当該サービスは顧客が会議室の利用を完了した時点で、顧客が当該サービスに対する

支配を獲得して充足されると判断し、契約に基づく利用終了時点で収益を認識しておりま

す。なお、一部の形態の契約においては「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号 2007年３月30日）に基づき収益を認識しております。

表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました「預け金」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。

なお、前事業年度の「預け金」は52,570千円であります。
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会計上の見積りに関する注記

１．固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

有形固定資産 67,717

無形固定資産 31,071

敷金及び保証金（※） 21,316

減損損失 －

（※）原状回復費用に充てられるため回収が最終的に見込めないと認められる金額の

未償却残高

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社は、主として事業用資産については管理会計上の区分ごとに、将来の使用が見込まれ

ない遊休資産については物件ごとにグルーピングしております。収益性の低下や時価の下落

等により減損の兆候があり、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロー

の総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しております。

②主要な仮定

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる事業計画の主要な仮定は、APクラウ

ドサービスのAPクラウド登録台数及び会議室サービスの売上高回復見込みであり、過年度の

実績、市場の開拓余地、現在見込まれる経営環境の変化等を考慮しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経営環境等の企業の外部要因に関する情報を

踏まえ、取締役会によって承認された事業計画等に基づいて行っておりますが、当該見積り

には需要動向や将来の売上予測等の仮定を含むため、経営環境の変化等により売上高の大幅

な減少が生じた場合には、翌事業年度の計算書類において減損損失を計上する可能性があり

ます。

２．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 89,908千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社は、繰延税金資産の回収可能性については、「繰延税金資産の回収可能性に関する適

用指針」(企業会計基準適用指針第26号)で示されている会社の分類、一時差異の将来解消見

込年度のスケジューリングなど、将来の課税所得の十分性を考慮して判断しております。

②主要な仮定

将来の課税所得の見積りの基礎となる事業計画の主要な仮定は、APクラウドサービスのAP

クラウド登録台数及び会議室サービスの売上高回復見込みであり、過年度の実績、市場の開

拓余地、現在見込まれる経営環境の変化等を考慮しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

将来の課税所得の発生時期及び金額の見積りは、実績並びに翌事業年度を含む事業計画を

基礎としており、経営環境の変化等により実績の金額等が見積りと異なった場合には、翌事

業年度の計算書類における繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 309,642千円

２．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座借越契約を締結しておりま

す。

契約極度額 100,000千円

借入実行残高 100,000千円
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株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,707,900株

２．当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 51,900株

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

４．当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数

普通株式 170,900株
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税効果会計関係に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 17,104千円

減価償却超過額 26,723千円

敷金 18,025千円

未払事業所税 2,213千円

保証履行引当金 2,688千円

税務上の繰越欠損金 323,019千円

その他 13,018千円

繰延税金資産小計 402,792千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △241,191千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △71,692千円

評価性引当額小計 △312,884千円

繰延税金資産合計 89,908千円

繰延税金資産の純額 89,908千円

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越
欠損金（※）

－ － － － － 323,019 323,019

評価性
引当額

－ － － － － △241,191 △241,191

繰延税金資産 － － － － － 81,827 81,827

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額です。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

事業計画に照らして、必要資金を金融機関からの借入及び社債により調達しております。

また、余剰資金に関しては安全性の高い定期預金で運用しております。デリバティブ取引は

行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。敷金は、

建物等の賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金、預り金等は、ほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で14年後であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、社内規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。敷金に

ついては、必要に応じて担当部署がモニタリングを行い、財政状況等の悪化による回収懸

念の早期把握によりリスク低減を図っております。

当期の貸借対照表日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資

産の貸借対照表価額により表わされています。

② 市場リスクの管理

借入金については、支払金利の変動を定期的にモニタリングし、金利変動リスクの早期

把握を図っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき管理部が定期的に資金繰り計画を作成・更新し、流

動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場

価格のない金融商品は、次表には含まれておりません((注１)を参照ください。)。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 敷金（※２） 73,600 69,852 △3,748

資産計 73,600 69,852 △3,748

(1) 社債（１年内償還予定を
含む）

150,000 149,070 △929

(2) 長期借入金（１年内返済
予定を含む）

281,930 276,409 △5,520

(3) リース債務（流動負債及
び固定負債）

8,514 8,514 －

負債計 440,444 433,993 △6,450

(※１)「現金及び預金」は注記を省略しており、「売掛金」「未収入金」「預け金」「買掛金」「未払金」「未払法

人税等」「未払消費税等」「預り金」「短期借入金」は短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似す

ることから、注記を省略しております。

(※２) 貸借対照表における敷金の金額と金融商品の時価における「貸借対照表計上額」との差額は、当事業年

度末における敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額(賃借建物の原状回復費用見込額)の未

償却残高であります。

（注１）市場価格のない金融商品の貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2023年12月31日

出資金 20
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（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,134,501 － － －

売掛金 49,694 － － －

未収入金 116,457 － － －

預け金 173,761 － － －

合計 1,474,415 － － －

（注３）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 60,000 60,000 10,000 10,000 10,000 －

長期借入金 50,040 51,410 50,040 30,440 － 100,000

リース債務 3,108 3,108 1,531 765 － －

合計 113,148 114,518 61,571 41,205 10,000 100,000

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定にかかるインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。
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(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

① 敷金 － 69,852 － 69,852

資産計 － 69,852 － 69,852

① 社債（１年内償還予定を
含む）

－ 149,070 － 149,070

② 長期借入金（１年内返済
予定を含む）

276,409 276,409

③ リース債務（流動負債及
び固定負債）

－ 8,514 － 8,514

負債計 － 433,993 － 433,993

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産

① 敷金

将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２に分類しております。

負 債

① 社債、② 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の発行又は借入を行った場合に

想定される利率を用いて割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類してお

ります。

③ リース債務（流動負債及び固定負債）

リース債務の時価については、支払利子込み法により算出していることから、当該帳簿

価額によっており、レベル２に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりでありま

す。
（単位：千円）

報告セグメント

合計
月極イノベーション事業

ビルディング
イノベーション事業

ＡＰクラウドサービス 719,985 － 719,985

ＡＰソリューションサービス 96,779 － 96,779

会議室サービス － 735,214 735,214

オフィスサービス － 96,118 96,118

顧客との契約から生じる収益 816,765 831,333 1,648,098

その他の収益（注） 296,172 112,136 408,309

外部顧客への売上高 1,112,938 943,469 2,056,408

（注） その他の収益には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる、ＡＰソリ

ューションサービス、会議室サービス（転貸会場）、オフィスサービス（自社運営会場）から得られる収

益を主とした賃料収入等が含まれております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「個別注記表（重要な会計方針）３．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。
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(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 34,590

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 49,694

契約負債（期首残高） 74,312

契約負債（期末残高） 72,173

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、当初に予定される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実

務上の簡便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等
（単位：千円）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％)

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額

科目
期末
残高

役員及び
その近親者

大竹弘 － －
当社代表
取締役

（被保有）
直接12.8
間接28.1

債務
被保証

不動産賃
貸借契約
の債務被
保証

54,475 － －

（注） 取引金額については、債務保証を受けている物件について当事業年度に支払った賃借料を記載しており

ます。なお、保証料の支払いは行っておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 151円88銭

１株当たり当期純利益 47円02銭

（注）当社は、2023年12月６日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりま

す。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１

株当たり当期純利益を算定しております。
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重要な後発事象に関する注記

（公募による新株発行）

当社は、2024年３月26日の東京証券取引所グロース市場への上場に伴い、2024年２月20日開

催の取締役会において、次のとおり公募による新株式の発行を決議いたしました。

① 募集する株式の種類及び数 普通株式 110,000株

② 払込金額 未定（2024年３月７日開催予定の取締役会で決定）

③ 払込期日 2024年３月25日（月曜日）

④ 増加する資本金及び資本剰余金の額

増加する資本金の額は、2024年３月15日に決定される予
定の引受価額に基づき、会社計算規則第14条第１項に従
い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を
切り上げるものとし、会社法上の増加する資本準備金の
額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本
金の額を減じた額とする。

⑤ 募集方法 一般募集（ブックビルディング方式による募集）

⑥ 発行価格
未定（募集株式の払込金額決定後、募集株式の払込金額
以上の価格で仮条件を提示し、当該仮条件における需要
状況等を勘案した上で、2024年３月15日に決定される。）

⑦ 引受人の対価
引受手数料は支払わず、これに代わるものとして、発行
価格と引受価額との差額の総額を引受人の手取金とする。
引受価額は、発行価格と同時に決定する。

⑧ 資金の使途

基幹業務システムに係るシステム投資、貸会議室の新規
出店に係る設備投資、新規人材採用に係る人件費、本社
移転に係る移転先の設備投資及び借入金の返済に充当す
る予定であります。
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（公募による自己株式の処分）

当社は、2024年３月26日の東京証券取引所グロース市場への上場に伴い、2024年２月20日開

催の取締役会において、次のとおり公募による自己株式の処分を決議いたしました。

① 処分する株式の種類及び数 普通株式 51,900株

② 払込金額 未定（（公募による新株発行）②と同一とする。）

③ 払込期日 2024年３月25日（月曜日）

④ 増加する資本金及び資本剰余金の額

増加する資本金の額は、2024年３月15日に決定される予
定の引受価額に基づき、会社計算規則第14条第１項に従
い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を
切り上げるものとし、会社法上の増加する資本準備金の
額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本
金の額を減じた額とする。

⑤ 募集方法 一般募集（ブックビルディング方式による募集）

⑥ 処分価格 未定（（公募による新株発行）⑥と同一とする。）

⑦ 引受人の対価
引受手数料は支払わず、これに代わるものとして、発行
価格と引受価額との差額の総額を引受人の手取金とする。
引受価額は、発行価格と同時に決定する。

⑧ 資金の使途 （公募による新株発行）⑧と同一とする。
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（第三者割当による新株発行）

当社は、2024年３月26日の東京証券取引所グロース市場への上場に伴い、2024年２月20日開

催の取締役会において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社が行うオーバーアロットメントによる売出

しに関連して、同社を割当先とする第三者割当による新株式の発行を決議いたしました。

① 募集株式の種類及び数 普通株式 45,400株

② 募集株式の払込金額 未定（（公募による新株発行）②と同一とする。）

③ 払込期日 2024年４月24日（水曜日）

④ 増加する資本金及び資本剰余金の額

増加する資本金の額は、2024年３月15日に決定される予
定の割当価格に基づき、会社計算規則第14条第１項に従
い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、
計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を
切り上げるものとする。また、増加する資本準備金の額
は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金
の額を減じた額とする。

⑤ 割当方法
割当価格でＳＭＢＣ日興証券株式会社に割当てる。なお、
割当価格が募集株式の払込金額を下回る場合は、この募
集株式発行を中止する。

⑥ 割当価格 未定（（公募による新株発行）⑦と同一とする。）

⑦ 資金の使途 （公募による新株発行）⑧と同一とする。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年２月20日

株式会社ハッチ・ワーク

取締役会 御中
みおぎ監査法人
東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 横手 宏典

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高野 将一

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ハッチ・ワークの2023年１月１日から

2023年12月31日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の

倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

強調事項

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2024年２月20日開催の取締役会において公募

による新株式の発行、公募による自己株式の処分及びオーバーアロットメントによる売出しに関連して、第三

者割当による新株式の発行を決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

― 40 ―

2024年02月29日 15時31分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に

おける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する

こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ

とにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお

いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適

切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する

ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年1月1日から2023年12月31日までの第24期事業年度における取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲

げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人みおぎ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年３月１日

株式会社ハッチ・ワーク 監査役会

常勤社外監査役 富 岡 正 典 ㊞

社外監査役 大 原 豊 幸 ㊞

社外監査役 竹 本 如 洋 ㊞

以 上
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